
無料プログラムのお知らせ 

年次有給休暇の付与管理プログラムです。 

入社日を指定すると、有給休暇の付与月日、付

与日数の計算および有給休暇申請簿を印刷できる

プログラム（Ｍｓ－Ｅｘｃｅｌ）を作成していま

す。興味のある方はメールでお知らせください。
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年次有給休暇の付与管理
労働基準法で年次有給休暇の付与日、付与日数

の基準を規定していますが、実務でこれを管理す

ることは案外骨の折れることです。今回は、年次

有給休暇の付与管理について整理してみます。 

 労働基準法の年次有給休暇の付与日数  

労働基準法の第３９条は、第１項で雇入れの日

から６ヶ月後に１０日間の休暇を付与すること、

第２項でその後１年ごとに１１日、１２日、１４

日・・・と休暇を付与すること、そして第３項で

上の原則に対して、パートタイマーのように所定

労働日数の少ない社員には比例付与してもよいと

の例外が規定されています。また年次有給休暇を

付与する日は、雇入れから６ヶ月後、その後は、

その日から１年ごとになります。定期採用で全員

が４月１日入社の会社であれば別ですが、多くの

会社では、付与する日が異なってくることになり

ます。また、入社した年に応じて付与する日数が

異なるために、人数が多くなると管理はかなり複

雑になります。 

 斉一的付与日  

入社日によって、年次有給休暇を付与する日が

異なることは管理上複雑になることから、全員に

同じ日に付与する斉一的付与方式を導入すること

があります。例えば、入社日に拘らずに１０月１

日を付与日と定め、全社員の年次有給休暇を付与

するようなことです。斉一的付与方式を導入する

ためには、次に示す要件を満たす必要があります。

①年次有給休暇の付与要件の８割出勤の計算にお

いて、短縮された期間は全て出勤したものとみな

すこと、②次年度以降の付与日は、前回付与日か

ら１年以内とすること、③すべての期間において、

労働基準法に規定する付与日数を下回らないこと。 

斉一的付与日を定めると、この日を変更するた

めには上記②を満たす必要から、前回の付与日か

ら一年以内に設定する必要があります。例えば、

従来４月であった付与日を７月に変更するには、

４月に付与して、３ヶ月後の７月に更に次年度分

の日数を付与することになります。翌年の７月に

付与することでは労働基準法違反になります。 

 所定労働日数が不定のとき付与日数  

週の所定労働日数が４日以下のパートタイマー

やアルバイトの付与日数は労働基準法第３９条第

３項に例外として規定されています。ところが、

業務の繁閑により労働日数を決めたり、本人の都

合に基づいてシフト表を作成したりと所定労働日

数が定まらないときがあります。このときは、所

定労働日数が定まっていないので、第３項の例外

規定は適用されません。適用されないからと言っ

て、原則の第１項、第２項を適用しなければなら

ないとすると、週に１日や２日しか勤務していな

い社員に対しても正社員と同じ年次有給休暇を付

与することになり、これも不合理です。そこで、

過去一年間の労働日数実績を便宜的に所定労働日

数とみなして第３項を準用することが実務では行

われています。 

 所定労働日数の変更  

パートタイマーから正社員、正社員から嘱託へ

の就業形態の変更に伴い、所定労働日数が増減す

ることがあります。このときも、付与してから一

年間は、途中で所定労働日数が変更になっても、

何ら変更することはありません（少なくすること

はできません）。次回の付与するときに、その時

点での所定労働日数に基づいて付与する日数を決

めることになります。 

労働トラブルの未然防止に力を入れている 
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 丸山事務所 通信

２０１３年５月（第４８号）

 本事務所通信は事務所の顧客さま、名刺交

換をさせていただいた方、ＦＡＸ番号を教え頂い

た会社へお送りしております。不要の方はお手

数ですがメール、ＦＡＸ、電話等でその旨をご連

絡下さいますようお願い申し上げます。 


